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 2023年 9月 29日 
各      位 

会 社 名 ピクセルカンパニーズ株式会社 

代 表 者 名 代 表 取 締 役 社 長 吉 田  弘 明 

 （コード番号：2743 スタンダード） 

問い合わせ 取 締 役 管 理 本 部 長 矢尾板 裕介 

 （TEL. 03-6731-3410） 
 

（2022 年 10 月 6 日付、12 月 28 日付公表）再発防止策の実施状況に関するお知らせ 
 

当社は、当社代表取締役個人が取締役会の承認を受けずに当社を連帯保証人とする金銭消費貸借契約書

を締結していたことが判明した件を受けて、2022年10月6日付「再発防止策の策定に関するお知らせ」を公

表いたしました。また、連結子会社であったピクセルソリューションズ株式会社の元代表取締役増井浩二氏が

同社の印章を偽造して使用した可能性のある一連の事案の調査報告を受けて、2022年12月28日付「再発防止

策の策定に関するお知らせ」を公表いたしました。 

これら再発防止策の実施開始以降、2023年6月から2023年8月末日まで（以下、「当該期間」という。）の実施

状況について、下記のとおりお知らせいたします。 

株主・投資家の皆様をはじめ、市場関係者及び取引先の皆様に、多大なご迷惑とご心配をおかけいたしてお

りますことを、心よりお詫び申し上げますとともに、役職員一同、コンプライアンス・ガバナンスの徹底に取

り組み、早期の信頼回復に最善をつくしてまいります。何卒ご理解とご支援を賜りますようお願い申し上げま

す。 

記 

 

再発防止策の実施状況 

 

再発防止策 背景・実施状況 実施時期 

（1）コンプライアンス意識の徹

底 

当社YouTubeチャンネルの決算説明動画にて代

表取締役自ら、コンプライアンス遵守が経営の最

重要課題であり、法令遵守、コンプライアンス・

ガバナンス意識の向上の確約についてのメッセ

ージを株主及びステークホルダーの皆様に向け

発信しております。 

今後も半年毎に当社YouTubeチャンネルの決算

説明動画にて代表取締役から、コンプライアンス

経営を行っていく旨、ガバナンスの改善状況につ

いてご報告させていただきます。 

【実施日】2023年 8月 14日 

 

半年に一度実施 

次回配信 

2024年 2月 15日予定 
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当社グループ全役職員が参加する全社会（月次

開催）にて代表取締役自らの音声（AI動画）にて、

当社グループの全役職員に向け、コンプライアン

ス・ガバナンスを重視する旨のメッセージを発信

しております。 

【実施日】 

2023年 

6月 7日「AI社会とコンプライアンス」 

7 月 7 日「セキュリティ管理とコンプライアンス

について」 

8月 9日「ガバナンスの重要性について」 

今後開催される全社会においても、毎回、当社

の掲げる最重要課題として、当社グループ全役職

員に向けてコンプライアンス・ガバナンスの重要

性について発信してまいります。 

 

月次実施 

 

（1）-2 取締役・監査役に対する

コンプライアンス意識の改革 

当社取締役・監査役のコンプライアンス意識の

向上のためコンプライアンス研修を実施してお

ります。定時取締役会後を研修日と定め月次で実

施することとし、当該期間において下記の内容の

研修を実施しております。なお、これまでの役員

研修には全役員が参加しておりますが、欠席者に

は研修資料、録音、録画を共有することとしてお

り、欠席者はその内容を確認することとしていま

す。 

【実施日】 

2023年 

6月 22日実施 

「グループ全体における実効的な不祥事・危機へ

の対応及び管理体制について」 

7月 21日実施 

「昨今の企業不祥事・リモート環境を踏まえた 

コンプライアンス」 

8月 21日実施 

「実務担当者が知っておくべき企業不祥事対応

の基礎（前編）〜初動対応、調査、再発防止策の

実践まで〜」 

 

月次実施 

（2）印章管理体制の強化 当社はこれまで印章利用時には、押印を必要と

する文書及び印章押印申請書を印章管理者へ提

出する社内手続きを当社印章管理規定に定義し

ていたものの、その社内手続きが遵守されず、印

章管理者へ口頭での申請のみで印章使用されて

月次実施 
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いることが多く、実態として押印可否の判断は印

章管理者に委ねるものとなっておりました。 

また、印章が営業時間外は金庫で保管されてい

たものの、営業時間内は代表取締役が単独の持出

しが可能な管理体制となっており、その管理体制

の甘さから今回の代表取締役が個人用途で使用

した不正事案につながる原因になっておりまし

た。 

印章利用における社内手続きを厳格化し、印章

管理体制の強化として管理者を 2名（取締役、常

勤監査役）とし、印章利用方法については下記の

とおりとしております。 

・使用時以外は金庫にて管理 

・利用時は押印事由・社内手続の決裁状況を確認

し、印章押印申請が行われている書類のみに対応 

・取引等によって持ち出しが必要な場合は印章持

出申請を行うと共に管理者2名のどちらかが同伴 

 

当該期間における印章の保管及び持出しにつ

いては、押印申請書や印章持出申請書が、関連す

る稟議書や契約書の内容と整合し適時適切に作

成されていることを、常勤監査役が月次で確認し

ております。 

 

（3）相互監視機能の強化 稟議起案者と決裁者が同一人物であるケース

や、稟議手続を完了する前に契約締結や送金を行

い、事後に稟議を行う（事後稟議）が相当数あっ

たことを改善するため、稟議手続きの厳格化、円

滑な情報共有と相互監督機能の強化を目的に、軽

微な内容を含めて全ての電子稟議フロー（書面稟

議書等の使用はありません。）において社外取締

役が事前に確認を行える業務フローに変更いた

しました。 

 本再発防止策実施開始以降、稟議申請は社外取

締役のいずれかによって全件の事前確認が行わ

れており、当該期間においても適切に運用がなさ

れていることを確認しております。 

 

稟議申請都度実施 

（4）社内規程の運用状況のモニ

タリング強化 

意思決定における稟議フローに関して、内部監

査室が子会社全社を含むモニタリングを月１回

実施しております。 

その結果、当該期間のモニタリングにおいて不

備は検出されておりません。内部監査室より取締

月次実施（月末） 
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役会、監査役会にて稟議のモニタリングや継続モ

ニタリングなどの内部監査の状況を報告の上で、

不備が検出された部門がある場合、問題の生じた

部門担当者に対し管理本部管掌取締役から是正

指導を行うこととしております。 

※継続モニタリングとは、（8）ⅳ記載のとおり不

備が是正されてからも継続的に問題が起きてい

ないかランダムにチェックを行うことを指しま

す。 

 

（5）企業風土の改革と権限集中

の解消 

コンプライアンス重視の企業風土を醸成し、代

表取締役への権限集中の解消を目指すとともに、

取締役会の有効性を高めるため、上程する議案に

ついての事前審議の場として取締役会審議会を

2022 年 10 月に設置いたしました。取締役会に上

程された全ての議案は当該審議会の事前審議が

されており、資料の早期提出、取締役会における

活発な議論に繋がっております。 

今後も継続的に取締役会審議会において2日以

上前に審議を行うことでスピード重視ではない

企業風土の改革を進め、牽制機能が働き権限集中

の解消を図ります。 

 

【当該期間における取締役会審議会開催日と対

応する取締役会開催日】 

2023年 

取締役会審議会開催日 取締役会開催日 

6月 16日 6月 22日 

6月 16日 6月 28日 

7月 10日 7月 12日 

7月 19日 7月 21日 

7月 25日 7月 27日 

8月 8日 8月 10日 

8月 17日 8月 22日 

※2023 年 2 月 8 日開示の第三者割当により発行

される新株式及び第 13 回新株予約権で払い込ま

れた増資資金の資金移動に関する取締役会決議

に関しましては増資資金管理委員会にて審議を

行っており、取締役会審議会で審議は行っており

ません。 

※増資資金管理委員会は増資資金の適切な運用

をすることを目的とし、支出の際の事前承認、支

適宜開催 
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出後の事後的な検証を行うために 2023 年 2 月に

設置し運用を開始しております。メンバーは社外

取締役だけで構成しております。2023年 5月開催

の取締役会にて増資資金管理委員会の規定を策

定しております。 

（6）取締役・監査役に対するコン

プライアンス・ガバナンス意識の

改革 

上記（1）-2 取締役・監査役に対するコンプラ

イアンス意識の改革、下記（8）ⅰ当社取締役、監

査役に対する内部監査に関する研修の実施に記

載の通り、当社取締役・監査役のコンプライアン

ス意識の向上のためコンプライアンス研修を実

施しておりますが、内部監査の知見が高まること

で、コンプライアンス・ガバナンスの意識も高ま

ると判断したため、四半期に一度 eラーニングテ

ストを実施しております。当該期間においては

2023年 8月に実施しております。 

e ラーニングのテストの内容は著書「内部監査

基本テキスト（中央経済社）」等より 20問抜粋し

当社独自に作成いたしました。8月 21日にメール

にて配布し 8 月 31 日までに全役員が実施してお

ります。 

 

四半期に一度実施 

次回 11月、2月実施 

（7）コンプライアンス・ガバナン

ス意識、内部監査の知見を有する

社外取締役の選任 

 当社の取締役会の構成メンバーにコンプライ

アンス・ガバナンス、内部監査の知見を有する人

材登用が必要であることから、2023年 3月 31日

開催の株主総会にて新任社外取締役に弁護士で

ある西牧佑介氏を選任しております。 

西牧氏は従前より 20 社以上の顧問を務め、そ

の中で、法人内部における意思決定過程等の適正

化について継続的にアドバイスを行って来た経

験を有しています。また監査役として社内の業務

適正化についてアドバイスをしてきた経験もあ

り、当社内部監査において有益な人材であるとの

判断をしております。 

 

2023年 3月 31日株主総会

にて選任 

（8）内部監査体制等の強化 

ⅰ.当社取締役、監査役に対する

内部監査に関する研修の実施 

 上記（1）-2 取締役・監査役に対するコンプラ

イアンス意識の改革に記載の通り、当社取締役・

監査役のコンプライアンス意識の向上のためコ

ンプライアンス研修を実施しておりますが、内部

監査の知見を高めることも重要であることから、

内部監査に関する内容の研修も月次の役員研修

に組み入れ実施いたします。（上記（1）-2記載の

月次で開催する役員研修の中で内部監査の内容

上記（1）-2記載の月次で

開催する役員研修に組み

込み、年間 3回程度実施 
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を年間 3回程度行います） 

以下の研修が当該期間に実施した内部監査に

関する内容の研修となります。 

【実施日及び研修内容】 

当該期間に該当なし 

（8）ⅱ.取締役会において内部監

査運用状況の確認を毎月実施 

 取締役会の内部監査に対する意識を高めるた

めに、2023年 1月以降月次で開催される定時取締

役会に内部監査室が出席し、内部監査の問題点の

報告を行い、報告を受けた取締役会では問題点を

把握し各部門に是正を行うよう管掌取締役から

指示を行ってまいります。 

【実施状況】 

6月 22日開催取締役会 

（報告事項） 

①指摘事項無し 

（継続モニタリング） 

①稟議規定違反なし、②過去の開示不備の対策と

して2023年5月から適時開示サポートサービス

（外部専門家による開示支援コンサルティン

グ）を契約しており、その利用が行われている

ことを確認 

 

7月 21日開催取締役会 

（報告事項） 

指摘事項無し 

（継続モニタリング） 

①稟議規定違反なし、②与信限度額超過について

（8）ⅳに記載の継続モニタリングの対象に選定

し確認した結果、社内規程への違反がないことを

確認 

 

8月 22日開催取締役会 

（報告事項） 

指摘事項無し 

（継続モニタリング） 

①稟議規定違反なし、②有給休暇消化状況につい

て（8）ⅳに記載の継続モニタリングの対象に選定

し確認した結果、社内規程への違反がないことを

確認 

月次実施 

2023年 1月以降実施 

（8）ⅲ.監査役会において内部監

査運用状況の確認を毎月実施 

 監査役会の内部監査に対する意識を高めるた

めに、2023年 1月以降月次で開催される定時監査

役会に内部監査室が出席し、内部監査の問題点の

共有、審議を行っております。報告を受けた監査

月次実施 

2023年 1月以降実施 
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役会は取締役会に対して是正勧告を行ってまい

ります。 

【実施状況】 

監査役会開催日：2023年 6月 22日、7月 21日、

8月 22日 

内部監査室報告内容：上記（8）ⅱ記載と同様 

 

 

（8）ⅳ.内部監査室の報告の義務

化（内部監査規定の改定） 

 内部監査室による継続的なモニタリングを厳

格化するため、2023年 1月 23日開催の取締役会

にて内部監査規定の改定を行い、内部監査室が定

時取締役会に出席し指摘事項及び指摘事項の改

善状況の進捗にかかる回答書の共有を行うこと

を義務付けることといたしました。これにより、

内部監査室による継続的なモニタリング機能が

働き、被監査部門の是正処置を促し、不備の早期

是正を図ります。 

 不備が是正されてからも継続的に問題が起き

ていないかランダムにチェックを行います。 

また、回答期限について翌月開催の取締役会、

監査役会までに回答する旨を明記し、2023年 4月

21 日開催の取締役会にて内部監査規定の改定を

実施いたしました。 

 

2023 年 1 月より定時取締

役会にて指摘事項の報告

を実施 

2023年 1月 23日、4月 21

日取締役会にて内部監査

規定改定 

 

（8）ⅴ.不備が検出された被監査

部門の改善報告の義務化（内部監

査規定の改定） 

 不備が検出された被監査部門においては早急

に是正処置を行う必要があることから、2023年 1

月 23 日開催の取締役会にて内部監査規定の改定

を行い、内部監査室の業務監査にて不備が検出さ

れた被監査部門に対して回答書の提出による報

告を義務付けました。回答書は次回の定時取締役

会までに内部監査室に提出することとし、これに

より不備の早期是正を図ります。また、実質的に

是正がされていることは監査役会が被監査部門

にヒアリングなどによる確認を行い是正がされ

たことを確認してまいります。 

 また、実質的な是正がなされていることを確認

するため、監査役会による抜き打ちのモニタリン

グを実施する旨、被監査部門からの回答書の提出

期限を定める旨を明記し、4 月の定時取締役会に

て内部監査規定の改定を実施いたしました。 

【当該期間の回答書提出実績】 

2023 年 2 月までは稟議規則違反が散見された

もののいずれも改善され、当該期間中においては

2023年 1月 23日、4月 21

日取締役会にて内部監査

規定改定 
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3 回の定時取締役会が開催され、内部監査室から

の報告事項としてはいずれも指摘事項はありま

せんでした。 

 

【当該期間の監査役会による抜き打ちモニタリ

ング実績】 

（1）稟議申請 

各取締役会において稟議事項に関する申請の遅

れその他の規則違反についての内部監査室から

の報告はありませんでしたが、監査役は稟議申請

者へのヒアリングを数件実施し、その確認を取っ

ております。 

（2）印鑑の保管および使用ルール 

印鑑に関しては、その保管・使用に関し印鑑持出

申請書及び印章押印申請書を各部門が作成・申請

し、管理部総務部門が確認し、承認者による承認

が規定通り適切に実施されたかを、監査役が定期

的なモニタリングを行い確認することでルール

の徹底を図っております。本期間中には、ルール

違反による保管・使用はありませんでした。 

 

 

（8）ⅵ.内部監査室の研修実施  内部監査室においても内部監査や内部監査規

定などの理解度を高める必要があり、それらの理

解に必要となる基本的な知識を得るために内部

監査協会などの研修を年に 4回実施します。これ

により内部監査室のスキルアップを図り、当社の

内部統制、内部監査体制の強化を図ります。 

【実施日】 

2023年 7月 25日 

「組織体における不正発生防止のノウハウ」 

 

四半期に一度実施 

次回 10月、1月実施 

（8）ⅶ.内部監査（業務監査）の

レビュー実施 

 内部監査室の業務監査の運用状況モニタリン

グについては、公認会計士が在籍している内部監

査等の業務支援等を行っている株式会社 atA&C

（以下 atA&C社という）にて、内部監査が計画通

り、また適正に実行されているか四半期に 1回レ

ビューを実施することとし、2023年 1月分より開

始いたします。内部監査室自体へのモニタリング

を強化することによって、適切に内部監査室が機

能し、結果的に不正などの発生の未然防止を図り

ます。 

【実施状況】 

四半期に一度実施 

次回 10月、1月実施 
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2023 年 4～6 月に内部監査室が実施した業務監査

について atA&C 社にて 7 月 31 日付けでレビュー

を行いました。その結果、当社グループの内部監

査業務は有効であるとの意見を受けております。 

今後の内部監査業務のレビューの予定は以下

のとおりです。 

2023年 7～9月分 2023年 10月レビュー実施 

2023年 10～12月分 2024年 1月レビュー実施 
 

（8）ⅷ.内部監査の人員強化  内部監査室の体制を強化するため、2022年 5月

以降、従前の内部監査室の従業員 1名に加えて、

外部の公認会計士3名が当社内部監査室の一部業

務を実施しております。2023年 8月末時点におい

ても当該体制を継続しております。 

 

継続的に実施 

（9）役員選任基準の見直し  当社はコーポレート・ガバナンス報告書に記載

のとおり役員選任基準を設けていたものの、2021

年 12 月期以前の取締役の意識が希薄であったこ

と、専任基準やプロセスを社内規則やマニュアル

に落とし込んでいなかったことから、これまでの

当社及び当社子会社の役員選任時においては経

歴や年俸、事業に対する知見などを重視するのみ

で、選任基準を踏まえた慎重な検討はなされてい

ませんでした。また、当社は役員選任にあたり指

名報酬委員会の審議を必要としておりますが、子

会社役員の選任に関しては、運用が定まっていな

かったため指名報酬委員会の審議を経ておらず、

十分な審議が行われておりませんでした。 

 このため、上記（１）、（６）に記載のコンプラ

イアンス・ガバナンス意識改革を進めることを前

提に、役員選任基準を改めたうえで選任プロセス

を明確化し、当社グループ共通で適用することと

いたしました（当該基準及び運用は重任時にも適

用されます）。2023年 1月 23日取締役会にて規定

として文書化し関係者に周知徹底のうえ、2023年

2 月以降の役員選任より運用を開始いたしまし

た。 

これにより当社及び当社子会社において、コン

プライアンス意識を有し内部統制の知見を有し

た人選がなされることとなり、不祥事の未然防止

を図ります。 

2023年 2月 8日指名報酬委員会にて、以下の基

準をもとに役員の選任を行いました。その後 2023

2023年 1月 23日取締役会

にて役員選任基準新設 
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年8月末時点まで子会社を含め役員の交代（選任）

は行われておりません。 

〈役員選任基準〉 

① 心身ともに健康であり、取締役としての職務

遂行において支障がないこと。②法令に定め

る取締役の欠格事由に該当しないこと。③遵

法精神に富んでおり、取締役としての職務遂

行において忠実義務・善管注意義務を適切に

果たすための資質を備えていること。④当社

事業に関する知識に加えて、事業運営、会社

経営、法曹、会計、システム開発・構築のう

ちいずれかの分野における豊富な経験を有

すること。⑤当社の持続的な成長および企業

価値の向上に資するという観点から、経営監

督に相応しい者であること。⑥当社主要事業

分野において、経営判断に影響を及ぼすおそ

れのある利害関係・取引関係がないこと。⑦

当該候補者が選任される場合に、他の役員と

の関係において、知識・経験・専門能力に特

段の偏りがないこと。⑧コンプライアンス・

ガバナンスを重視し、内部統制の知見を有す

ること。 

（10）管理体制の統一化  現在当社グループ会社は全て当社管理本部に

て管理を行っております。今後、企業買収などを

行う際にも、原則として子会社の管理部門を独立

させず、当社管理本部が管理機能を担う体制を取

ることといたします。 

 

継続的に実施 

（11）全従業員への教育の実施と

社内規定の定期的な見直し 

 当社グループ全従業員のコンプライアンス意

識等の向上を図るため、当社グループ全従業員を

対象としたコンプライアンス研修（対面もしくは

オンラインにて）を年 2回実施することといたし

ました。 

また、当該研修後には総務部門において eラー

ニングを活用し研修内容の定着と理解度の確認

を全従業員に対して実施しております。 

【実施日】 

2023年 6月 1日 

「コンプライアンス研修職場環境作り編」 

 

年 2回実施 

次回 2023 年 10 月、2024

年 6月予定 

（12）企業買収時におけるリスク

把握のための調査の見直し 

 これまでの企業買収時において、当社は法律事

務所や監査法人等の外部アドバイザーに法務・財

案件発生時に都度対応 
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務に関する調査を依頼することで調査を実施し

ていましたが、当社はその調査結果に十分な問題

意識を持つことはなく、財務資料の表面的な検証

をするに留まっておりました。また、コンプライ

アンスやガバナンスに関する調査、買収候補先の

実態把握やリスク評価は行っていませんでした。

今後は、同様の事象の発生を防ぐためこれまでの

調査態勢を見直し、当社役職員及び外部の専門家

で構成する M&A専門チームを組織し、買収候補先

の法務・財務に関するデューデリジェンスに加

え、これまでは実施していなかったコンプライア

ンスやガバナンスに関連した実態把握や調査も

実施いたします。 

これらデューデリジェンス等で検出された問

題点や改善を要する事項及び買収後の改善可能

性やその方法等についてはM&A専門チームで十分

な検討や審議を行ったうえでリスク評価を行い、

そのうえで企業買収の可否を判断することとい

たします。 

当該調査を踏まえて買収を決定した場合には、

事前に洗い出した課題にかかる改善策に直ちに

着手することとします。当該改善対応について

は、当社管理本部により当該子会社事業部へ指導

を行い、当社内部監査室において当該子会社事業

部の内部監査を行い、上述（8）ⅳ記載の内部監査

報告を毎月定期的に行い、問題点の是正を当社管

理本部と当該子会社事業部で進め、合わせてコン

プライアンス意識を醸成する研修を行うことと

します。 

これにより、今後企業買収を検討する際に、買

収後の管理体制構築まで見据えた検討ができ、買

収後も計画的に子会社管理を行ってまいります。 

当該期間において企業買収案件は発生してお

りません。 

 

（13）再発防止策の実行性の担保 監査役会が月次で再発防止策の進捗モニタリ

ングを実施し、その結果を定時取締役会へ報告し

ております。 

また、不備が検出された場合には、監査役会か

らの改善指導を受けた取締役会が都度、再発防止

策の見直しを図ることとしております。当該期間

においては、不備は検出されておりません。 

コンプライアンス・ガバナンス意識の高い社内

四半期に一度実施 
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風土を作っていくには継続的な周知が必要であ

り、今後は不備が起きた際は改めて全社員に社内

ルールを順守する旨の周知を実施して参ります。 

 

なお、監査役会が実施する再発防止策について

は取締役会にて進捗モニタリングを実施してお

ります。 

モニタリングの結果及び実効性評価は以下の

通りです。 

 

取締役会が実施している本再発防止策の実効性

について監査役会の評価 

 監査役会が再発防止策のモニタリングを行っ

た結果、当該期間において稟議申請の不備は検出

されておりません。今後も是正状況については継

続的にモニタリングを行ってまいります。 

稟議申請において不備が検出されなかったこ

と、その他再発防止策が適切に運用されているこ

とを確認し、類似事案及び法令定款、コンプライ

アンス違反のある事案が発生していないことか

ら本再発防止策が有効であると判断いたします。

なお、監査役会が実施している再発防止策につい

ては取締役会にて評価を行うこととしておりま

す。評価結果は以下のとおりです。 

 

監査役会が実施している本再発防止策モニタリ

ングについての取締役会の評価 

 監査役会が実施するモニタリングなどの再発

防止策がいずれも適宜適切に行われていること

を取締役会が確認しており、監査役会が担う再発

防止策は有効に機能していると評価しておりま

す。 

 

 
以上 


